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Ⅰ 地方公会計とは 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 官庁会計 地方公会計 

取引の 

記録方法 

単式簿記 

取引における現金の収

入・支出のみを記録する 

複式簿記 

ひとつの取引について、原因と結果の

２つの側面に分解し、借方と貸方に分

けて記録する 

取引を記録する 

タイミング 

現金主義 

実際に現金の収入・支出

が生じた時点で記録する 

発生主義 

実際の現金の収入・支出に関わらず、

経済事象の発生に着目し、取引を記録

する 

 

地方公会計制度における「統一的な基準」とは？ 

これまで、地方公共団体における複式簿記導入の試みは各団体でみられていました

が、「基準モデル」や「総務省方式改訂モデル」などの複数の方法が混在しており、団体

間比較などが十分にはできない状況でした。 

そこで、平成26年４月に総務省から示された「統一的な基準」に基づき、固定資産台

帳の整備及び複式簿記の導入が開始されました。一部事務組合においても、原則とし

て平成29年度までに財務書類作成が要請され、全ての地方公共団体で統一的な基準

による財務書類が作成されています。 

今後は、固定資産台帳及び財務書類を適切に更新・作成し、分かりやすく開示すると

ともに、経年比較や類似団体間比較、財務書類の数値から得られる指標を用いた分析

等を行い、資産管理や予算編成、行政評価等に活用することが期待されます。 

 

⚫従来から地方公共団体が作成している決算書を補完するためのもの 

⚫民間企業の決算書と同様に複式簿記で記録する 

⚫資産・負債の保有状況を全体的に把握できる 

⚫現金支出を伴わない費用（減価償却費など）も計上し、コストを見える化 

ポイント 
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これまでの会計（官庁会計）で見える負債 

 →地方債の残高のみ 
 
地方公会計で見える負債 

 →地方債に加えて、退職手当の支給見込額など、今

後支払う必要がある負債の残高 

これまでの会計（官庁会計）で見える資産 

 →ほぼ現金預金の残高のみ 
 
地方公会計で見える資産 

 →現金預金に加えて、土地、建物、道路、未収金な

どの資産の残高 

 全ての資産と負債を「見える化」することで、 

例えば 

 ●今ある固定資産を更新するためには、今後どの

くらいのお金が必要なのか？ 

 ●今ある負債を減らしていくためには、今後どのく

らいの蓄えがいるのか？ 

など、中長期的な「やりくり」を考える材料が得られ

ます。 

資産 

負債 

純資産 

 

地方公会計のポイント① －ストック情報（資産・負債） 

官庁会計だと、車にかかる費用は２年目以降は年10万円しかかかっていないように見えます

が、実質的には年30万円かかっていることが見える化されます。 
 

地方公会計のポイント② －見えにくいコスト情報（減価償却費） 

100           

購入時   １年目  ２年目  ３年目  ４年目  ５年目 

           

           

20           

20           

20           

20           

20  20  20  20  20  20 

購入時   １年目  ２年目  ３年目  ４年目  ５年目 

【出典】総務省公表資料を一部加工 

実際の支出 
以降支出なし 

100 

実際の支出 ５年かけて 100万円を使っていると考える 

 

【耐用年数５年の車を100万円で買った場合】 

これまでの会計（官庁会計） 

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 

購入費 100     -        -        -        -    100  

維持費 10 10 10 10 10 50  

計 110 10 10 10 10 150  

地方公会計 

 
１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 

購入費 

（減価償却費） 
20 20 20 20 20 100 

維持費 10 10 10 10 10 50 

計 30 30 30 30 30 150 

 

【例：上記の車を買い、別途、毎年の維持費が10万円かかる場合】 
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Ⅱ 地方公会計による財務書類の概要 
 

「統一的な基準」による財務書類は、以下の４表で構成され、相互に関連しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構成（略称） 内容 

貸借対照表（ＢＳ） 

（Balance Sheet） 

基準日時点（３月31日）における財政状態（資産・負債・純資産の残

高及び内訳）を表示したもの 

行政コスト計算書（ＰＬ） 

（Profit and Loss statement） 

一会計期間（４月１日から３月31日）の費用・収益の取引高を表示し

たもので、現金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上 

純資産変動計算書（ＮＷ） 

（Net Worth statement） 

一会計期間（４月１日から３月31日）の純資産（及びその内部構成）

の変動を表示したもの 

資金収支計算書（CF） 

（Cash Flow statement） 

一会計期間（４月１日から３月31日）の現金の受払いを３つの区分

で表示したもの 

 

① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末資金残高に本年

度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末純資産残高と対応します。 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

経常費用 

経常収益 

臨時損失 

臨時利益 

純行政コスト 

行政コスト計算書（ＰＬ） 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

前年度末資金残高 

本年度末資金残高 

本年度末歳計外現金残高 

資金収支計算書（CF） 

前年度末純資産残高 

純行政コスト 

財源 

固定資産等の変動 

本年度末純資産残高 

純資産変動計算書（ＮＷ） 

資産 

 

 

負債 

純資産 

貸借対照表（ＢＳ） 

 

うち現金預金 

① ② ③ 
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本町では、町の本体である「一般会計等」を基礎とした「一般会計等財務書類」、それに地方

公営事業会計を含めた町全体の「全体財務書類」、さらに関連団体を含めてひとつの行政サー

ビス実施主体としてとらえた「連結財務書類」を作成しています。 

連結対象の関連団体は、本町と連携協力して行政サービスを実施している団体か否かで判

断しており、また、出資の割合や経費負担割合に応じて全部連結、比例連結のいずれかの方法

により連結しています。 

 

           

 みなべ町  一部事務組合 

広域連合 

独立行政法人 

地方三公社 

第三セクター等 

 

 
一般会計 

特別会計   

  うち公営企業会計   

 一般会計等 地方公営事業   

           

  一般会計等財務書類         

  ・一般会計         

           

  全体財務書類      

  一般会計等財務書類の対象会計      

  ＋      

  ・水道事業会計      

  ・国民健康保険特別会計      

  ・後期高齢者医療特別会計      

  ・介護保険特別会計      

  ・農業集落排水事業特別会計      

  ・公共下水道事業特別会計      

        

  連結財務書類   

  全体財務書類の対象会計   

  ＋   

  ・和歌山県市町村総合事務組合 ・和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合   

  ・和歌山地方税回収機構 ・日高広域消防事務組合   

  ・田辺周辺広域市町村圏組合 ・和歌山県後期高齢者医療広域連合   

  ・御坊日高老人福祉施設事務組合 ・紀南環境広域施設組合   

  ・田辺市周辺衛生施設事務組合 ・公立紀南病院組合   

  ＋   

  【第三セクター等】   

  ・一般財団法人みなべ町開発公社   
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Ⅲ 貸借対照表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

返済の必要 

があるお金 

（地方債など） 

返済の必要 

がないお金 

（税金など） 

 

どんな資産を 

保有しているか？ 

▼資産の内訳 

 

事業用資産

11,432百万円

インフラ資産

23,164百万円

基金

6,344百万円

その他

1,583 百万円

 
 

⚫会計年度末（３月31日）時点の資産・負債・純資産の状況を表す 

⚫「資産」には行政サービス提供のために保有する資産を表示 

⚫「負債」「純資産」には、資産の取得に要した財源の内訳を表示 

 

貸借対照表の内容 

資産 

 

固定資産 

 

流動資産 

負債 

固定負債 

流動負債 

純資産 

負債の内訳▼ 

 

地方債

10,344百万円

退職手当引当金

1,105百万円

その他

217百万円

ポイント① 固定資産と固定負債、流動資産と流動負債の比較 

長期で返す負債（固定負債）に対応する資産残高（固定資産／基金など）、 

短期で返す負債（流動負債）への蓄え（流動資産／現金預金など）は十分か？ 

ポイント② 減価償却の進み具合 

固定資産の老朽化度合いはどうか？ 

ポイント③ 負債と純資産の割合 

負債が多すぎると返すのが大変 
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貸 借 対 照 表 
（令和３年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

科目 一般会計等 全体 連結 科目 一般会計等 全体 連結 

資 産 42,523 49,257 53,063 負 債 11,666 19,738 21,770 

 固定資産 39,958 45,854 48,898  固定負債 10,516 18,130 19,763 

  有形固定資産 34,721 40,344 42,193   地方債 9,411 15,345 15,953 

   事業用資産 11,432 11,432 12,972   長期未払金 - - - 

   インフラ資産 23,164 28,571 28,571   退職手当引当金 1,105 1,105 1,959 

   物品 125 342 650   損失補償等引当金 - - - 

  無形固定資産 13 13 23   その他 - 1,680 1,851 

  投資その他の資産 5,225 5,497 6,682  流動負債 1,150 1,608 2,007 

   うち 基金 4,859 5,131 6,310   １年内償還予定地方債 933 1,333 1,435 

 流動資産 2,565 3,403 4,166   未払金 - 49 261 

  現金預金 1,052 1,704 2,136   前受金 - - 0 

  未収金 29 57 305   賞与等引当金 72 80 152 

  短期貸付金 0 0 0   預り金 145 145 154 

  基金 1,484 1,636 1,706   その他 - - 5 

  棚卸資産 - 7 21 純資産 30,857 29,519 31,293 

  その他 - - 0  固定資産等形成分 41,442 47,490 50,603 

  徴収不能引当金 △0 △2 △2  余剰分（不足分） △10,585 △17,971 △19,315 

       他団体出資等分  - 5 

資産合計 42,523 49,257 53,063 負債及び純資産合計 42,523 49,257 53,063 

 

一般会計等財務書類、全体財務書類及び連結財務書類の資産、負債を比較すると、全体で

は水道などのインフラ資産や、その資産形成のために発行した地方債という負債を保有するこ

と、連結では関連団体の資産、負債が合算されることから、一般会計等から全体、連結は資産、

負債ともに増加します。 

固定資産は主に土地・建物・工作物などの有形固定資産であり、流動資産は主に財政調整基

金と現金預金といった「すぐに使えるお金」などです。 

流動資産と流動負債（すぐに返済しないといけない地方債など）を比較すると、一般会計等、

全体、連結の全てにおいて流動資産が流動負債を上回っており、短期的には本町の財務の安

全性は高い状況です。 

他方、固定負債（将来的に返済しないといけない地方債など）に対する備えとして、固定資

産・流動資産中の「基金」がありますが、今後も備えを継続していく必要があります。 
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【貸借対照表（一般会計等） 経年比較】 

貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

科目 H30（①） R01（②） R02（③） 
増減 

（②－①） 

増減 

（③－②） 

資 産 43,653 42,577 42,523 △1,076 △54 

 固定資産 41,349 40,035 39,958 △1,314 △77 

  有形固定資産 36,239 34,876 34,721 △1,363 △155 

   事業用資産 10,569 10,571 11,432 ＋2 ＋861 

   インフラ資産 25,599 24,241 23,164 △1,358 △1,077 

   物品 71 64 125 △7 ＋61 

  無形固定資産 2 1 13 △1 ＋12 

  投資その他の資産 5,108 5,158 5,225 ＋50 ＋67 

   うち 基金 4,752 4,806 4,859 ＋54 ＋53 

 流動資産 2,303 2,542 2,565 ＋239 ＋23 

  現金預金 812 1,049 1,052 ＋237 ＋3 

  未収金 8 9 29 ＋1 ＋20 

  短期貸付金 0 - 0 △0 ＋0 

  基金 1,483 1,484 1,484 ＋1 ＋0 

  棚卸資産 - - - - - 

  その他 - - - - - 

  徴収不能引当金 △0 △0 △0 △0 △0 

資産合計 43,653 42,577 42,523 △1,076 △54 

負 債 11,167 11,092 11,666 △75 ＋574 

 固定負債 9,976 9,860 10,516 △116 ＋656 

  地方債 8,795 8,717 9,411 △78 ＋694 

  長期未払金 - - - - - 

  退職手当引当金 1,181 1,144 1,105 △37 △39 

  損失補償等引当金 - - - - - 

  その他 - - - - - 

 流動負債 1,191 1,232 1,150 ＋41 △82 

  １年内償還予定地方債 1,082 1,014 933 △68 △81 

  未払金 - - - - - 

  前受金 - - - - - 

  賞与等引当金 69 69 72 △0 ＋3 

  預り金 40 148 145 ＋108 △3 

  その他 - - - - - 

純資産 32,485 31,485 30,857 △1,000 △628 

 固定資産等形成分 42,833 41,519 41,442 △1,314 △77 

 余剰分（不足分） △10,348 △10,034 △10,585 ＋314 △551 

負債及び純資産合計 43,653 42,577 42,523 △1,076 △54 
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⚫ 固定資産は、減価償却による減少が施設整備による増加を上回り、２年連続で減少しまし

た。固定資産の減少は、施設の老朽化を示す場合が多く、公共サービスの提供能力が影響

を受ける可能性があります。 

（令和２年度の主な整備工事） 

 ・デジタル防災行政無線整備工事 

 ・東本庄地区、山内地区、高城地区消防車庫新築工事 

    ・町道改良工事 

    ・小中学校内通信ネットワーク整備工事 

⚫ 流動資産は、２年連続で増加しました。 

⚫ 負債は、令和２年度は地方債の発行額が償還額を上回ったため、増加しました。 

⚫ 「資産－負債」である純資産（将来返済する必要のない財源）は、前年度から令和２年度に

かけて６億円減少しています。これは、P13以降の純資産変動計算書についての記載の

通り、行政コスト＞財源となったことによるものです。 

 

  

増減の傾向を３段階で表示します 増減の要約 

▶平成30年度から令和２年度の推移 

固定 

資産  

流動 

資産  
負債 

 
純資産 

 

２年連続 

新規投資<老朽化 
２年連続増加 １年目減、２年目増 ２年連続減少 

 

固定 

資産  

流動 

資産  
負債 

 
純資産 

 

１年目 

新規投資>老朽化 

２年目 

新規投資<老朽化 

１年目減、２年目増 ２年連続減少 １年目増、２年目減 

▶（参考）平成29年度から令和元年度の推移 
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Ⅳ 行政コスト計算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

純行政 
コスト 

ポイント① 比較 

単年度ではなく複数年度の推移などの「比較」が重要 

ポイント② 資金収支計算書との相違点 

減価償却費などの「見えにくいコスト」（お金の支払は以前に済んでいる（または後で払

う）が、実質的にその年度で負担している費用）が含まれる 

ポイント③ 減価償却費と投資額（※）の比較（あくまで目安） 

減価償却費＞投資額 ⇒固定資産の老朽化が進んでいる 

減価償却費＜投資額 ⇒将来の費用（減価償却費や維持管理費）が増える 

（※）資金収支計算書の「投資活動支出（公共施設等整備費支出）」 

 

 
 

⚫一会計期間（４月１日から３月31日）の費用・収益の取引高を表す 

⚫民間企業の損益計算書に相当 

⚫行政コスト計算書では費用が収益を上回る 

⚫収益として計上するのは、施設の使用料等、直接の対価となる収入のみ 

⚫税金や国県等からの補助金は純資産変動計算書に計上 

 

行政コスト計算書の内容 

経常費用 

業務費用 

人件費、物件費など 

行政サービスの提供のために実質

的に消費された費用 

移転費用 

社会保障給付や補助金など個人・

法人に給付した費用 

経常収益 
使用料など、行政サービスの提供の

ために直接得た収益 

臨時損失 

災害復旧費や資産除売却損など臨

時的な損失 

臨時利益 

資産売却益など臨時的な利益 
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行政コスト計算書 
自 令和２年４月 １日 

至 令和３年３月31日 
（単位：百万円）  

科目 一般会計等 全体 連結 

経常費用 9,712 13,147 16,369 

 業務費用 5,057 5,849 7,949 

  人件費 1,219 1,336 2,504 

  物件費等 3,742 4,273 5,133 

   うち 減価償却費 2,043 2,270 2,391 

  その他の業務費用 95 240 313 

 移転費用 4,656 7,298 8,420 

  補助金等 2,791 6,430 5,805 

  社会保障給付 785 785 2,530 

  他会計への繰出金 987   

  その他 92 84 84 

経常収益 213 565 2,149 

 使用料及び手数料 86 391 1,566 

 その他 127 175 583 

純経常行政コスト 9,499 12,582 14,220 

臨時損失 106 106 106 

臨時利益 0 0 1 

純行政コスト 9,605 12,688 14,325 

 

一般会計等、全体及び連結の純行政コストを比較すると、一般会計等では96億円、特別会

計を含めた全体では127億円、関連団体まで含めた連結では143億円です。 

主な費用は人件費、物件費等、補助金等です。人件費は職員の給与、物件費等は主に施設の

維持補修費や固定資産の減価償却費、各種行政サービス提供に係る委託料など、補助金等は、

他団体に対する負担金や、政策目的による補助金等が含まれます。 

前ページの通り、費用には、当年度の現金支出を伴う費用のほか、減価償却費といった当年

度には現金支出を伴わない費用も含まれています。 
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【行政コスト計算書（一般会計等） 経年比較】 

行政コスト計算書 
（単位：百万円） 

科目 H30（①） R01（②） R02（③） 
増減 

（②－①） 

増減 

（③－②） 

経常費用 7,717 8,523 9,712 ＋806 ＋1,189 

 業務費用 4,659 5,652 5,057 ＋993 △595 

  人件費 942 958 1,219 ＋16 ＋261 

  物件費等 3,620 4,602 3,742 ＋982 △860 

   うち 減価償却費 2,013 2,044 2,043 ＋31 △1 

  その他の業務費用 96 93 95 △3  ＋2 

 移転費用 3,058 2,871 4,656 △187 ＋1,785 

  補助金等 1,039 1,044 2,791 ＋5 ＋1,747 

  社会保障給付 794 778 785 △16 ＋7 

  他会計への繰出金 978 991 987 ＋13 △4 

  その他 247 58 92 △189 ＋34 

経常収益 341 319 213 △22 △106 

 使用料及び手数料 93 90 86 △3 △4 

 その他 248 229 127 △19 △102 

純経常行政コスト 7,376 8,203 9,499 ＋827 ＋1,296 

臨時損失 111 221 106 ＋110 △115 

臨時利益 4 - 0 △4 ＋0 

純行政コスト 7,483 8,425 9,605 ＋942 ＋1,180 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増減の傾向を３段階で表示します 増減の要約 

▶平成30年度から令和２年度 

業務費用 
 

移転費用 
 

純経常 

行政コスト  

１年目増、２年目減 １年目減、２年目増 ２年連続増加 

 

業務費用 
 

移転費用 
 

純経常 

行政コスト  

１年目減、２年目増 ２年連続減少 １年目減、２年目増 

 

▶（参考）平成29年度から令和元年度 
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⚫ 令和２年度の純行政コストは、前年度に比べて12億円増加しています。これは、主に人件

費、補助金等が増加したことによるものです。 

⚫ 人件費の増加は、地方自治法及び地方公務員法改正に伴う科目の変更による影響が大き

く、実質的に大きな変動はありません。現行制度でいう会計年度任用職員に係る報酬は前

年度まで物件費等に計上されていましたが、令和２年度から人件費に計上されます。 

⚫ 補助金等の増加は、特別給付金事業による支出が12億円計上されたことが主な要因と

なっています。 

⚫ 減価償却費は、経常費用97億円のうち20億円となっています。過去に取得した固定資

産により、実質的に年間20億円程度の費用がかかっていることになります。 
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Ⅴ 純資産変動計算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資産 

負債 

純資産 

 

増 減 

 
 

一会計期間（４月１日から３月31日）の純資産（及びその内部構成）の変動

を表示 

純資産変動計算書の内容 

主な変動要因 

‧PL純行政コスト：純資産を減らします 

‧財源（税収、国県等補助金）：純資産を増やします 

‧固定資産の無償取得：無償で固定資産を取得したため、純資産を増やします 

ポイント① 「本年度差額」（純行政コスト（△）＋財源）がプラスかマイナスか 

プラスの場合、コストを財源（税収や国県等補助金）で賄えている 

ポイント② 「本年度純資産変動額」がプラスかマイナスか 

プラスの場合、固定資産の無償取得等も含めて、将来へ持ち越す純資産が増える 

ポイント③ 「余剰分（不足分）」がプラスかマイナスか、マイナス幅がどう増減しているか 

「余剰分（不足分）」がマイナスの場合、将来の住民へ持ち越す「ツケ（負担）」がある 

（地方債を発行していると通常はマイナスになる） 
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純資産変動計算書 
自 令和２年４月 １日 

至 令和３年３月31日 
（単位：百万円）  

科目 一般会計等 全体 連結 

前年度末純資産残高 31,485 30,002 31,756 

純行政コスト（△） △9,605 △12,688 △14,325 

財源 8,974 12,276 13,941 

 税収等 5,697 7,156 7,897 

 国県等補助金 3,277 5,120 6,044 

本年度差額 △630 △412 △384 

固定資産等の変動（内部変動）    

資産評価差額 2 2 2 

無償所管換等 0 48 48 

比例連結割合変更等に伴う差額  △120 △147 

その他 - - 18 

本年度純資産変動額 △628 △482 △463 

本年度末純資産残高 30,857 29,519 31,293 

 固定資産等形成分 41,442 47,490 50,603 

 余剰分（不足分） △10,585 △17,971 △19,315 

 他団体出資等分  - 5 

 

一般会計等、全体及び連結の純資産の本年度差額を比較すると、一般会計等、特別会計を

含めた全体、関連団体まで含めた連結の全てでマイナスです。前ページの通り、本年度差額が

マイナスということは、減価償却費を含むコストを財源で賄えて切れていないことを示してい

ます。 

P16以降の資金収支計算書は、現金の収支を示しているのに対し、この本年度差額は、いわ

ば中長期的な収支を示しています。 
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【純資産変動計算書（一般会計等） 経年比較】 

純資産変動計算書 
（単位：百万円） 

科目 H30（①） R01（②） R02（③） 
増減 

（②－①） 

増減 

（③－②） 

前年度末純資産残高 32,306 32,485 31,485 ＋179 △1,000 

純行政コスト（△） △7,483 △8,425 △9,605 △942 △1,180 

財源 7,664 7,425 8,974 △239 ＋1,549 

 税収等 5,688 5,617 5,697 △71 ＋80 

 国県等補助金 1,976 1,808 3,277 △168 ＋1,469 

本年度差額 181 △1,000 △630 △1,181 ＋370 

固定資産等の変動（内部変動）      

資産評価差額 △1 △0 2 ＋1 ＋2 

無償所管換等 - △0 0 △0 ＋0 

その他 - - - - - 

本年度純資産変動額 179 △1,000 △628 △1,179 ＋372 

本年度末純資産残高 32,485 31,485 30,857 △1,000 △628 

 固定資産等形成分 42,833 41,519 41,442 △1,314 △77 

 余剰分（不足分） △10,348 △10,034 △10,585 ＋314 △551 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増減の傾向を３段階で表示します 増減の要約 

純行政 

コスト  
財源 

 

余剰分 

（不足分）  

２年連続増加（利益減） １年目減、２年目増 １年目増、２年目減 

 

▶平成30年度から令和２年度 

純行政 

コスト  
財源 

 

余剰分 

（不足分）  

１年目減（利益増） 

２年目増（利益減） 
２年連続減少 １年目減、２年目増 

▶（参考）平成29年度から令和元年度 
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⚫ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等により国県等補助

金が15億円増加したものの、純行政コスト△96億円を賄い切れなかった結果、本年度差

額はマイナスとなっています。 

⚫ 本年度差額は、前年度及び令和２年度はマイナスとなっており、純資産残高は減少傾向に

ありますが、固定資産の減価償却費の負担が大きいことが主な要因です。 

⚫ 将来世代への負担を示す余剰分（不足額）は、地方債の発行額が償還額を上回った影響な

どから６億円減少しました。   
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Ⅵ 資金収支計算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

通常はプラスになる 

通常はマイナスになる 

プラス、マイナス 

どちらもあり得る 

 
 

一会計期間（４月１日から３月31日）の現金の受払いを３つの区分で表示 

資金収支計算書の内容 

ポイント① 業務活動収支がプラスかマイナスか 

通常はプラスになる（マイナスの場合は要注意） 

ポイント② フリーキャッシュフロー（※）がプラスかマイナスか 

（※）業務活動収支と投資活動収支の合計のこと 

一般的には、フリーキャッシュフローがプラス、財務活動収支がマイナスとなるのが理

想的（＝フリーキャッシュフローで借金の返済を進めた） 

ただし、毎年そうである必要はなく、複数年度で傾向を見ることが大切 

ポイント③ 現金預金残高が前年度末から増えているか減っているか 

今後も安定継続してサービスを提供し続けるために十分な資金があるか 

 

投資活動収支 

固定資産の取得などの投資にか

かった現金の収支 

業務活動収支 

通常の行政サービスにかかった

現金の収支 

財務活動収支 

地方債（借金）やその返済などで

調達・返済した現金の収支 
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資金収支計算書 
自 令和2年4月 １日 

至 令和3年3月31日 
（単位：百万円）  

科目 一般会計等 全体 連結 

業務活動収支 1,064 1,499  

 業務支出 7,666 10,854  

 業務収入 8,747 12,370  

 臨時支出 106 106  

 臨時収入 89 89  

投資活動収支 △1,672 △1,854  

 投資活動支出 1,978 2,211  

 投資活動収入 307 357  

財務活動収支 613 375  

 財務活動支出 1,014 1,393  

 財務活動収入 1,628 1,768  

本年度資金収支額 6 20  

前年度末資金残高 901 1,539  

本年度末資金残高 907 1,559  

本年度末歳計外現金残高 145 145  

本年度末現金預金残高 1,052 1,704  

 

一般会計等、全体ともに、「本年度資金収支額」はプラスであり、その分資金が増加したこと

を示しています。 

業務活動収支は、一般会計等、全体ともにプラスで、通常の行政サービスで余剰資金が生じ

たことを示しています。 

投資活動収支は、主に固定資産の新規取得に係る支出が大きいことにより、一般会計等、全

体ともにマイナスになっています。 

財務活動収支は、地方債の発行額が償還額を上回ったことにより、一般会計等、全体ともに

プラスです。 

このように、資金収支はプラスとなりましたが、財政調整基金という将来の蓄えを取り崩し

ている影響もありますので、引き続き効率的な財政運営に努める必要があります。 

 

（連結財務書類における資金収支計算書は、地方公会計の統一的な基準に基づき、当面の間

作成を省略します。）  
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【資金収支計算書（一般会計等） 経年比較】 

資金収支計算書 
（単位：百万円） 

科目 H30（①） R01（②） R02（③） 
増減 

（②－①） 

増減 

（③－②） 

業務活動収支 1,441 830 1,064 △611 ＋234 

 業務支出 5,688 6,474 7,666 ＋786 ＋1,192 

 業務収入 7,151 7,365 8,747 ＋214 ＋1,382 

 臨時支出 111 221 106 ＋110 △115 

 臨時収入 89 161 89 ＋72 △72 

投資活動収支 △1,438 △555 △1,672 ＋883 △1,117 

 投資活動支出 2,229 740 1,978 △1,489 ＋1,238 

 投資活動収入 790 185 307 △605 ＋122 

財務活動収支 △49 △146 613 △97 ＋759 

 財務活動支出 1,147 1,081 1,014 △66 △67 

 財務活動収入 1,099 935 1,628 △164 ＋693 

本年度資金収支額 △46 130 6 ＋176 △124 

前年度末資金残高 817 771 901 △46 ＋130 

本年度末資金残高 771 901 907 ＋130 ＋6 

本年度末歳計外現金残高 40 148 145 ＋108 △3 

本年度末現金預金残高 812 1,049 1,052 ＋237 ＋3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増減の傾向を３段階で表示します 増減の要約 

▶平成30年度から令和２年度 

業務活動 

収支  

フリーキャッシュ 

フロー 

(業務活動収支 

＋投資活動収支) 
 

本年度末 

資金残高  

改善のプラス １年目増、２年目減 ２年連続増加 

 

業務活動 

収支  

フリーキャッシュ 

フロー 

(業務活動収支 

＋投資活動収支) 
 

本年度末 

資金残高  

悪化ののプラス １年目減、２年目増 １年目減、２年目増 

 

▶（参考）平成29年度から令和元年度 



20 

⚫ 令和２年度は、特別定額給付金を含んだコロナウイルス感染拡大防止事業関連の支出及

びその財源となる国県等補助金により業務収入・業務支出ともに増加しました。 

⚫ 業務活動収支は、業務収入の増加額が業務支出の増加額を上回り、前年度から増加し、プ

ラスを維持しています。 

⚫ 投資活動収支は、固定資産の新規取得に係る支出が大きいことによりマイナスとなって

います。 

⚫ 業務活動収支の余剰では投資活動収支のマイナスを賄いきれず、フリーキャッシュフロー

はマイナスとなりました。 

⚫ 財務活動収支は、地方債の発行額が償還額を上回ったことでプラスに転じました。 

⚫ フリーキャッシュフローはマイナスですが、投資活動支出のうち施設整備分の財源には地

方債（財務活動収入）も充当されていることから、本年度資金収支額はプラスとなり、前年

度から資金残高は増加しました。 
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Ⅶ 分析指標（一般会計等財務書類） 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

１．資産の状況 
 

 

 

（１）住民一人当たり資産額（千円） 

算 式 資産合計÷住民基本台帳人口（※） 

（※）当該年度の 1/1現在 
 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

資産合計 3,339.1 3,409.3 3,383.1 3,449.3 

有形・無形固定資産合計 2,776.1 2,830.5 2,771.3 2,817.4 

投資等・流動資産合計 563.1 578.8 611.8 631.9 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

⚫統一的な基準による地方公会計の情報などを用いて、地方公共団体が保  

有する資産・負債等に関する指標を算出 

⚫財務状況の多角的な分析に利用 

⚫当該年度の類似団体比較や経年比較により、自団体の財政状況の特徴・傾

向を把握できる 

 

分析指標とは 

将来世代に引き継ぐ資産はどのくらいあるか ここが知りたい！ 

2,776.1 2,830.5 2,771.3 2,817.4 

563.1 578.8 611.8 631.9 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

有形・無形固定資産合計 投資等・流動資産合計

‧住民一人当たりの資産がどのくらいあ

るか表します。 

‧本町では、分子の新規固定資産の増加と

分母の住民人口の減少がバランスし、一

定の推移を保っています。 

‧本町は町域が広く、集落が点在している

ため、インフラ資産への投資額が多額に

なる傾向があります。また、近年は人口

減少が進んでいるため、他団体との比較

においてはこのような地理的条件の違

いなどに留意する必要があります。 
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（２）有形固定資産の行政目的別割合（％） 

算 式 行政目的別有形固定資産÷有形固定資産合計 

 
 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

生活インフラ・国土保全 70.0 69.0 68.0 68.5 

教育 11.2 11.7 11.7 11.5 

福祉 2.4 2.5 2.6 2.5 

環境衛生 0.2 0.3 0.3 0.2 

産業振興 5.1 5.3 5.8 2.5 

消防 0.9 1.0 1.2 2.3 

総務 10.2 10.1 10.4 12.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）歳入額対資産比率（年） 

算 式 資産合計÷歳入総額 

 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

歳入額対資産比率 4.43 4.39 4.52 3.64 
 

 

 

 

 

 

 

‧行政分野ごとの社会資本形成の比重を

表しています。 

‧経年比較することにより、行政分野ごと

に社会資本がどのように形成されてき

たかを把握することができます。 

‧本町はインフラ資産の割合が高いため、

「生活インフラ・国土保全」の割合が大き

くなっています。 

70.0 69.0 68.0 68.5

11.2 11.7 11.7 11.5 

10.2 10.1 10.4 12.3

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

生活インフラ・国土保全 教育

福祉 環境衛生

産業振興 消防

総務

4.43 4.39 4.52

3.64

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

‧これまでに形成されたストックとしての

資産が歳入の何年分に相当するかを表

し、資産形成の度合いを測ることができ

ます。 

‧令和2年度は、減少していますが、主に

歳入総額の増加及び固定資産の老朽化

によるものです。 
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（４）有形固定資産減価償却率（％） 

算 式 
減価償却累計額 

有形固定資産合計－非償却資産（※）＋減価償却累計額 

（※）土地、立木竹、建設仮勘定 
 

 平成28年度 平成29年度 令和元年度 令和２年度 

有形固定資産減価償却率 68.6 69.4 70.9 71.7 

参考：物品を除く 68.5 69.2 70.7 71.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.6
69.4

70.9
71.7

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

‧償却資産の取得価額等に対する減価償

却累計額の割合を表します。 

‧耐用年数に対して資産の取得からどの

程度経過しているのかを全体として把握

することが可能となります。 

‧行政目的別や施設類型別に当該比率を

算出することにより、資産の償却が進ん

でいる行政分野や施設について、より詳

細な把握が可能となり、公共施設の老朽

化対策の検討の際の参考情報となりま

す。 

‧本町では、固定資産の老朽化が徐々に進

んでいることを示しています。 
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２．資産と負債の比率 
 

 

 

（１）純資産比率（％） 

算 式 純資産÷資産合計 

 
 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

純資産比率 74.2 74.4 73.9 72.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）（％） 

算 式 地方債残高（※）÷有形・無形固定資産合計 

（※）将来世代の負担とならない臨時財政対策債等の特例地方債残高を控除 
 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

社会資本等形成の世代間負担比率 16.7 16.8 17.4 19.8 

 

  

将来世代と現世代との負担の分担は適切か ここが知りたい！ 

74.2 74.4 73.9
72.6

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

‧保有している有形固定資産等はどの世

代により費用負担が行われたかを示して

おり、世代間負担の状況を把握すること

ができます。 

‧純資産の変動は、将来世代と現世代との

間で負担の割合が変動したことを意味し

ます。 

‧令和２年度は、純資産が減少し、当該指

標も低下しました。 

16.7 16.8 
17.4 

19.8 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

‧社会資本形成分である有形・無形固定資

産と、将来世代負担となる地方債残高を

比較することで、社会資本形成における

世代間負担の状況を表します。 

‧本町では、近年の投資に係る地方債の発

行が増加した一方、分母の固定資産の老

朽化が進んだことにより、徐々に高くな

っています。 
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３．負債の状況 
 

 

 

（１）住民一人当たり負債額（千円） 

算 式 負債合計÷住民基本台帳人口（※） 

（※）当該年度の 1/1現在 
 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

住民一人当たり負債額 860.7 872.2 881.4 946.3 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基礎的財政収支（プライマリーバランス）（千円） 

算 式 業務活動収支（※1）＋投資活動収支（※2） 

（※1）支払利息支出を除く 

（※2）基金積立金支出及び基金取崩収入を除く 
 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

基礎的財政収支 730,364 214,691 391,225 △503,375 

 

  

財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか） ここが知りたい！ 

860.7 872.2 881.4 

946.3 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

‧住民一人当たりの負債がどのくらいある

かを表します。 

‧令和２年度は、負債が増加したことに加

え、分母の住民人口が減少していること

により、大幅に増加しました。 

 

‧業務活動収支と投資活動収支のいずれ

も赤字の場合、またはどちらか一方が赤

字の場合でも赤字になり得ますが、公共

施設の老朽化対策等の必要な投資を行

った結果、投資活動収支が赤字になるこ

ともありますので、一概に基礎的財政収

支が黒字であれば評価できるものでは

ないことに十分留意することが必要で

す。 

‧令和２年度は、マイナスに転じています。 

730,364

214,691

391,225

△ 503,375

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
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４．行政コストの状況 
 

 

 

（１）住民一人当たり行政コスト（千円） 

算 式 純行政コスト÷住民基本台帳人口（※） 

（※）当該年度の1/1現在 
 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

純行政コスト 628.2 584.4 669.4 779.1 

純経常行政コスト 630.1 576.1 651.8 770.6 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２）住民一人当たり性質別行政コスト（千円） 

算 式 性質別行政コスト÷住民基本台帳人口（※） 

（※）当該年度の 1/1現在 
 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

人件費 70.1 73.6 76.1 98.9 

物件費等 335.8 282.7 365.6 303.6 

その他の業務費用 10.3 7.5 7.4 7.7 

補助金 99.4 81.1 83.0 226.4 

社会保障給付 62.8 62.0 61.8 63.7 

他会計への繰出金 76.5 76.4 78.7 80.1 

その他 13.3 19.3 4.6 7.5 

合計 668.2 602.7 677.2 787.8 

 

  

行政サービスにかかるコストはどのようになっているか ここが知りたい！ 

628.2 
584.4 

669.4 

779.1 

630.1 

576.1 

651.8 

770.6 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

純行政コスト 純経常行政コスト

‧行政コストの効率性を示しています。 

‧令和２年度は、特別定額給付金事業の

影響が大きく、当該指標も増加しまし

た。 
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５．受益者負担の状況 
 

 

 

（１）受益者負担比率（％） 

算 式 経常収益÷経常費用 

 
 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

受益者負担比率 5.7 4.4 3.7 2.2 

 

  

歳入はどのくらい税収等で賄われているか 

（受益者負担の水準はどうなっているか） 
ここが知りたい！ 

5.7

4.4

3.7

2.2

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

‧行政コスト計算書の経常収益は、使用

料・手数料など行政サービスに係る受益

者負担の金額であるため、これを経常

費用と比較することにより、行政サービ

スの提供に対する受益者負担の割合を

表します。 

‧ただし、経常収益には、退職手当引当

金戻入益のような、受益者負担の金

額とは言えないものも含まれる場合

があるため、留意が必要です。 

‧本町では、減少傾向にあります。 

70.1 73.6 76.1 98.9 

335.8 282.7 
365.6 303.6 

99.4 

81.1 

83.0 
226.4 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

人件費 物件費等

その他の業務費用 補助金

社会保障給付 他会計への繰出金

その他

‧性質別（人件費、物件費等）の行政コスト

を経年比較し増減分析することにより、

効率性の度合いを示します。 

‧令和２年度は、会計年度任用職員に係

る報酬及び特別定額給付金事業によ

り、人件費及び補助金が増加しました。 
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Ⅷ 各勘定科目説明 
 

１．貸借対照表 
 

勘定科目 内容 

資産合計  

 固定資産  

  有形固定資産  

   事業用資産 ・インフラ資産及び物品以外の有形固定資産 

    土地  

    立木竹 ・分収林など、森林国営保険対象樹種であって、樹齢・樹種が管理されているもの 

    建物 ・附属設備を含む 

    建物減価償却累計額  

    工作物 ・土地の上に定着する建物以外のもの（塀、公園遊具、塔など） 

    工作物減価償却累計額  

    船舶  

    船舶減価償却累計額  

    浮標等 ・浮標、浮桟橋、浮ドック 

    浮標等減価償却累計額  

    航空機  

    航空機減価償却累計額  

    その他  

    その他減価償却累計額  

    建設仮勘定 
・工期が一会計年度を超える建設中の建物など、完成前の有形固定資産への支
出等を仮に計上しておくための勘定科目 

   インフラ資産 

・システムまたはネットワークの一部であること、性質が特殊なものであり代替

的利用ができないこと、移動させることができないこと、処分に関し制約を受
けることといった特徴の一部または全てを有する有形固定資産（道路ネットワ
ーク、下水道処理システムなど） 

    土地  

    建物  

    建物減価償却累計額  

    工作物 ・土地の上に定着する建物以外のもの（道路、堤防など） 

    工作物減価償却累計額  

    その他  

    その他減価償却累計額  

    建設仮勘定  

   物品 
・自治法第239条第1項に規定するもので、50万円（美術品は300万円）以上

の有形固定資産 

   物品減価償却累計額  

  無形固定資産  

   ソフトウェア 
・財務会計システム、税務システム、住民基本台帳システム等の当該地方公共団
体が所有等するもの 

   その他 ・ソフトウェア以外の無形固定資産 
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勘定科目 内容 

  投資その他の資産  

   投資及び出資金  

    有価証券 ・地方公共団体が保有している債権等 

    出資金 
・公有財産として管理されている出資等（出捐金は自治法第238条第1項第7号の「出
資による権利」に該当するため出資金に含める 

    その他 ・上記以外の投資及び出資金 

   投資損失引当金  

   長期延滞債権 ・滞納繰越調定収入未済の収益及び財源（貸付金を含む） 

   長期貸付金 
・自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金のうち、流動資産に区分される

もの以外のもの 

   基金  

    減債基金 
・減債基金のうち、繰上償還相当額を積み立てるものや満期一括償還に備えて、毎年
一定額ずつ積み立てるもの 

    その他 ・基金のうち、減債基金、財政調整基金以外 

   その他 ・上記及び徴収不能引当金以外の投資その他の資産 

   徴収不能引当金  

 流動資産  

  現金預金 ・現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

  未収金 ・現年調定現年収入未済の収益及び財源 

  短期貸付金 ・貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 

  基金  

   財政調整基金  

   減債基金 
・減債基金のうち、歳計剰余金処分により積み立てたもの等特定の地方債との紐付け
がないもの 

  棚卸資産 ・商品、製品、半製品、原材料、仕掛品等（販売用として所有する土地等を含む） 

  その他 ・上記及び徴収不能引当金以外の流動資産 

  徴収不能引当金  

負債・純資産合計  

 負債合計  

  固定負債  

   地方債 ・地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの 

   長期未払金 
・自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務と見なされるもの及びその他
の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外のもの 

   退職手当引当金 

・期末自己要支給額（退職手当組合に加入している場合は、退職手当債務から、組合へ
の加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対して退職手当として支給された額

の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該地方公共団体へ
按分される額を加算した額を控除した額） 

   損失補償等引当金 
・履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体財政健全化法

上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額 

   その他 ・上記以外の固定負債 

  流動負債  

   １年内償還予定地方債 ・地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定のもの 

   未払金 
・基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、または合
理的に見積もることができるもの 

   未払費用 
・一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時点において既
に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えていないもの 

   前受金 
・基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っ

ていないもの 

   前受収益 
・一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において未だ提供
していない役務に対し支払を受けたもの 

   賞与等引当金 ・基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費 

   預り金 ・基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債 

   その他 ・上記以外の流動負債 

 純資産合計  

  固定資産等形成分 
・資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態（固定資
産等）で保有される 

  余剰分（不足分） ・地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有される 
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２．行政コスト計算書 
 

勘定科目 内容 

経常費用  

 業務費用  

  人件費  

   職員給与費 ・職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用 

   賞与等引当金繰入額 ・賞与等引当金の当該会計年度発生額 

   退職手当引当金繰入額 ・退職手当引当金の当該会計年度発生額 

   その他 ・上記以外の人件費 

  物件費等  

   物件費 
・職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費的性質の経費であって、資産計

上されないもの 

   維持補修費 ・資産の機能維持のために必要な修繕費等 

   減価償却費 
・一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産価値減少金

額 

   その他 ・上記以外の物件費等 

  その他の業務費用  

   支払利息 ・地方公共団体が発行している地方債等に係る利息負担金額 

   徴収不能引当金繰入額 ・徴収不能引当金の当該会計年度発生額 

   その他 ・上記以外のその他の業務費用 

 移転費用  

  補助金等 ・政策目的による補助金等 

  社会保障給付 ・社会保障給付としての扶助費等 

  他会計への繰出金 ・地方公営事業会計に対する繰出金 

  その他 ・上記以外の移転費用 

経常収益  

 使用料及び手数料 
・地方公共団体がその活動として一定の財・サービスを提供する場合に、当該財・サー
ビスの対価として使用料・手数料の形態で徴収する金銭 

 その他 ・上記以外の経常収益 

純経常行政コスト  

臨時損失  

 災害復旧事業費 ・災害復旧に関する費用 

 資産除売却損 
・資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した資産の除却時

の帳簿価額 

 投資損失引当金繰入額 ・投資損失引当金の当該会計年度発生額 

 損失補償等引当金繰入額 ・損失補償等引当金の当該会計年度発生額 

 その他 ・上記以外の臨時損失 

臨時利益  

 資産売却益 ・資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額 

 その他 ・上記以外の臨時利益 

純行政コスト  
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３．純資産変動計算書 
 

勘定科目 内容 

前年度末純資産残高  

 純行政コスト（△）  

 財源  

  税収等 ・地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

  国県等補助金 ・国庫支出金及び都道府県支出金等 

 本年度差額  

 固定資産等の変動（内部変動）  

 
 有形固定資産等の増加 

・有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額または有形固定資
産及び無形固定資産の形成のために支出（または支出が確定）した金額 

 

 有形固定資産等の減少 

・有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少額また

は有形固定資産及び無形固定資産の売却収入（元本分）、除却相当額及び自己金融
効果を伴う減価償却費相当額 

 
 貸付金・基金等の増加 

・貸付金・基金等の形成等による保有資産の増加額または新たな貸付金・基金等のた

めに支出した金額 

 
 貸付金・基金等の減少 

・貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収入及び基金の
取崩収入相当額等 

 資産評価差額 ・有価証券等の評価差額 

 無償所管換等 ・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 その他 ・上記以外の純資産及びその内部の構成の変動 

 本年度純資産変動額  

本年度末純資産残高  
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４．資金収支計算書 
 

勘定科目 内容 

【業務活動収支】  

 業務支出  

  業務費用支出  

   人件費支出 ・人件費に係る支出 

   物件費等支出 ・物件費等に係る支出 

   支払利息支出 ・地方債等に係る支払利息の支出 

   その他の支出 ・上記以外の業務費用支出 

  移転費用支出  

   補助金等支出 ・補助金等に係る支出 

   社会保障給付支出 ・社会保障給付に係る支出 

   他会計への繰出支出 ・他会計への繰出に係る支出 

   その他の支出 ・上記以外の移転費用支出 

 業務収入  

  税収等収入 ・税収等の収入 

  国県等補助金収入 ・国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した収入 

  使用料及び手数料収入 ・使用料及び手数料の収入 

  その他の収入 ・上記以外の業務収入 

 臨時支出  

  災害復旧事業費支出 ・災害復旧事業費に係る支出 

  その他の支出 ・上記以外の臨時支出 

 臨時収入 ・臨時にあった収入 

業務活動収支  

【投資活動収支】  

 投資活動支出  

  公共施設等整備費支出 ・有形固定資産等の形成に係る支出 

  基金積立金支出 ・基金積立に係る支出 

  投資及び出資金支出 ・投資及び出資金に係る支出 

  貸付金支出 ・貸付金に係る支出 

  その他の支出 ・上記以外の投資活動支出 

 投資活動収入  

  国県等補助金収入 ・国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当した収入 

  基金取崩収入 ・基金取崩による収入 

  貸付金元金回収収入 ・貸付金に係る元金回収収入 

  資産売却収入 ・資産売却による収入 

  その他の収入 ・上記以外の投資活動収入 

投資活動収支  

【財務活動収支】  

 財務活動支出  

  地方債償還支出 ・地方債に係る元本償還の支出 

  その他の支出 ・上記以外の財務活動支出 

 財務活動収入  

  地方債発行収入 ・地方債発行による収入 

  その他の収入 ・上記以外の財務活動収入 

財務活動収支  

本年度資金収支額  

前年度末資金残高 ・繰越金 

本年度末資金残高 ・一会計年度における一切の収入または支出に係る現金の会計年度末における残高 

前年度末歳計外現金残高  

本年度歳計外現金増減額  

本年度末歳計外現金残高 
・地方公共団体の所有に属する現金のうち、歳計現金、一時借入金、基金に属する現金
以外のものの会計年度末における残高 

本年度末現金預金残高  
 


